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（第 3 節）とともに、専門分野別にみた現状をまとめておく（第 4 節）。最後に、本書の構成に














































人文科学 社会科学 理学 工学 人文科学 社会科学 理学 工学 人文科学 社会科学 理学 工学
就職者１） 72% 77% 45% 55% 44% 56% 73% 88% 44% 55% 75% 73%
    専門的・技術的職業 10% 7% 22% 41% 24% 11% 60% 81% 29% 33% 62% 63%
    管理的職業 1% 1% 0% 0% 0% 5% 0% 0% 0% 4% 0% 1%
    事務 29% 32% 8% 4% 13% 28% 7% 3% 28% 9% 2% 1%
    販売 22% 27% 10% 6% 4% 6% 2% 1% 4% 0% 0% 0%


















































































































 本書の構成について述べておく。本書は 8 章からなるが、次章以下の 7 つの章は大きく 3 つ
のパートに分かれる。 













第二に、第 5・6 章では、比較的新しく登場してきた専門職分野を 2 つ取り上げる。第 5 章で
は、近年、修士課程を中心に専門職的機能が拡大をみせている理学系の分野を取り上げる。と

























きが強まっている（CIRGE 2007; Golde & Dore 2001; Nerad 2004）。これらは、大学教授職、
とりわけテニュア付きやテニュアトラックのポジションへの就職がきわめて厳しくなって








2) 以下、本節の内容は主に、Storr (1953, 1973); Conrad, Haworth & Millar (1993); Brubacher & 
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じて証明することが一般的である。厚生労働省が広告可能としている専門医の種類は 2013 年 5



























初期研修 2 年さらに専攻医研修 3 年を経て専門医認定試験の受験資格を得る。放射線科専門医











下、「放射線技術系」という。）の出身者である。医学物理士の有資格者数は 2017 年 11 月現在











定められているが、業務範囲の拡大に伴い専門分野の知識範囲も拡大し、2017 年 5 月現在、全
養成校 47 校中 4 年制大学が 34 校（72％）にのぼっている。高卒後 3 年以上の修業年限を養成
教育の基本とする医療専門職は、看護師や理学療法士など 11 職種が存在するが、4 年制大学に
よる養成教育が過半数を占めるのは診療放射線技師のみである。 
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てテキストマイニングを実施した 10)。ソフトウェアは KH Coder を使用した 11)。抽出語数は放





















 最初に、放射線医療分野の専門医を認定している、米国放射線科認定委員会（American Board 
of Radiology；ABR）について触れる。ABR は、米国における専門医制度を定めている米国専
門医認定機構（American Board of Medical Specialty；ABMS）を構成する 24 団体の一つである 15)。




医学物理教育プログラムアクレディテーション委員会（Commission on Accreditation of Medical 
Physics Education Programs；CAMPEP）が行っている。CAMPEP は、米国医学物理学会（American 
Association of Physicists in Medicine；AAPM）、米国放射線医学会（American College of Radiology；
ACR）、カナダ医学物理学会（Canadian Organization of Medical Physicists；COMP）、北米放射線
学会（Radiological Society of North America；RSNA）、米国放射線腫瘍学会（American Society of 
Radiation Oncology；ASTRO）によりサポートされる非営利団体である 19)。CAMPEP は 2017 年
9 月に、高等教育アクレディテーション協議会（Council for Higher Education Accreditation；CHEA）
により認定された団体であり、その認定範囲は、北米（米国およびカナダ）における大学院プ




（Nuclear Medicine Physics）、放射線腫瘍物理学（Radiation Oncology Physics）、保健物理学（Medical 
Health Physics）の 4 分野を包含するとしている。大学院プログラムにおけるコア・カリキュラ
ムの内容を表 1 に示す 21)。 
 




　1 Radiological physics and dosimetry（放射線物理学および放射線計測学）
　2 Radiation protection and safety（放射線防護学および放射線安全学）




　　　(4) Nuclear medicine imaging（核医学画像）
　　　(5) Magnetic resonance imaging（MRI；磁気共鳴画像）
　　　(6) Ultrasound（超音波画像）
　4 Radiobiology（放射線生物学）
　5 Anatomy and physiology（解剖学および生理学）
　6 Radiation therapy physics（放射線治療物理学）
　7 Professionalism and Ethics（プロフェッショナリズムと倫理）
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  2017 年 11 月現在、大学院プログラムが認定されている教育機関は、52 機関（米国 39、カナ
ダ 11、その他地域 2）である。米国 39 機関の一覧を表 2 に示す。医学物理学は医学と物理学と
の境界学問といえることから、教育プログラムを提供する教育研究組織は理学系の Department 
of Physics や医学系の Department of Radiology など大学によって様々である。39 機関を、プログ
ラムを提供する教育研究組織の学問分野に基づき分類すると、理工学系が 15 機関、医学系が
21 機関、理工学系と医学系とが同等に連携しているとみられるものが 3 機関であった。 
 
表２ 医学物理教育プログラムが認定されている教育機関（米国）（2017 年 11 月現在） 
 
 
CAMPEP の設立は 1994 年であるが、それ以前は AAPM が医学物理学の大学院学位プログラ
ムを策定し、1980 年代後半からそれに基づく認定が始まっていた。ウィスコンシン大学（1988
年）、ウェイン州立大学（1988 年）、テキサス大学ヒューストン校（1989 年）は当時から認定さ
れている機関である。学位課程別では、修士課程は 36 機関、博士課程は 24 機関が認定されて




OH Cleveland State University - Cleveland Clinic Department of Physics 理学・医学 2011 ○
NY Columbia University Department of Applied Physics and Applied Mathematics 工学 2009 ○
NH Dartmouth College Norris Cotton Cancer Center, Thayer School of Engineering, Geisel School of Medicine 医学・工学 2016 ○
NC Duke University Medical Center 医学 2008 ○ ○
NC East Carolina University Department of Physics 理学 2006 ○
FL Florida Atlantic University Department of Physics 理学 2014 ○
GA Georgia Institute of Technology 工学 2010 ○ ○
NY Hofstra University/Northwell Health Department of Physics and Astronomy, Hofstra College of Liberal Arts and Sciences 理学・医学 2015 ○
IN Indiana University/Purdue University Department of Physics 理学 2012 ○ ○
LA Louisiana State University Department of Physics and Astronomy 理学 2006 ○ ○
OK Oklahoma State University Department of Physics 理学 2013 ○
OR Oregon Health and Science University & Oregon State University 医学 2011 ○ ○
CA San Diego State University Department of Physics 理学 2010 ○
NY SUNY Stony Brook University Department of Radiology 理学 2010 ○ ○
AZ University of Arizona Department of Radiation Oncology 医学 2012 ○
NY University at Buffalo (SUNY) School of Medicine Jacobs School of Medicine and Biomedical Sciences 医学 2009 ○ ○
AB University of Calgary - Tom Baker Cancer Centre Department of Medical Physics, Tom Baker Cancer Centre 医学 2005 ○ ○
CA University of California - Los Angeles The Departments of Radiological Sciences, Radiation Oncology, and Molecular & Medical Pharmacology 医学 1994 ○ ○
IL University of Chicago Department of Radiology, Department of Radiation and Cellular Oncology 医学 2008 ○
OH University of Cincinnati Department of Radiation Oncology 医学 2009 ○ ○
FL University of Florida Division of Radiological Physics, Department of Radiology 医学 2001 ○ ○
KY University of Kentucky Medical Center Radiation Sciences 医学 1998 ○
MA University of Massachuesetts Lowell Department of Physics-Radiological Sciences 理学 2012 ○ ○
FL University of Miami Biomedical Engineering Department 工学 2013 ○ ○
MN University of Minnesota Department of Radiation Oncology 医学 2013 ○ ○
MO University of Missouri Nuclear Science and Engineering Institute 理工学 2011 ○ ○
NV University of Nevada Las Vegas Department of Health Physics and Diagnostic Sciences 医学 2011 ○ ○
NM University of New Mexico（2017fall：受入中止） Department of Radiology 医学 2009 ○
OK University of Oklahoma Health Science Center Dept. of Radiological Sciences 医学 2005 ○ ○
PA University of Pennsylvania College of Liberal Arts and Professional Studies 理学 2011 ○
RI University of Rhode Island Department Physics 理学 2014 ○
FL University of South Florida & H Lee Moffitt Cancer Center & Research Institute Department of Physics, Moffitt Cancer Center 理学 2015 ○
TX University of Texas Health Science Center - Houston Graduate School of Biomedical Sciences 医学 1989 ○ ○
TX University of Texas HSC - San Antonio Department of Radiology 医学 1997 ○ ○
OH University of Toledo Medical Center Department of Radiation Oncology 医学 2009 ○ ○
WI University of Wisconsin Department of Medical Physics, School of Medicine and Public Health in Madison 医学 1988 ○ ○
TN Vanderbilt University School of Medicine Departments of Radiology and Radiation Oncology 医学 2010 ○ ○
VA Virginia Commonwealth University VCU Department of Radiation Oncology 医学 2010 ○ ○












 課程とのジョイントプログラムである。DMP プログラムでは 2 年以上の臨床教育を含めた実践
的な医学物理教育が行われている。2016 年のデータによると 3 大学合計で応募者 56 名、合格
者 14 名、入学者 7 名であった 22)。また、修了者は 5 名（ヴァンダービルト大学のみ）で、医療
機関への就職が 3 名、研究機関への就職が 1 名、他の学位プログラムへの進学が 1 名であった。 
 
（２）日本 
日本では JBMP が医学物理教育コースを認定している。JBMP は、それまで医学物理士の認
定事業を実施してきた日本医学物理学会（Japanese Society of Medical Physics；JSMP）と日本医
学放射線学会（Japanese Radiology Society；JRS）が母体となり 2009 年に創設されたものである。
JBMP が定めた「医学物理教育カリキュラムガイドライン」に基づき、大学院プログラム（修
士課程、博士課程）および臨床研修課程を認定する。 
「医学物理教育カリキュラムガイドライン」に定められた必修科目を表 3 に示す 23)。表 3 に







高い。したがって米国の CAMPEP と日本の JBMP の医学物理教育カリキュラムは実質的に同等
の内容と考えることができる。 
 




①基礎物理学（力学、電磁気学） 4 4 －














































  2017 年 11 月現在、大学院プログラムが認定されている教育機関は 20 機関（国立 11、公立 2、





とが混在する。24 コース中 10 コースが、学士課程において診療放射線技師養成課程を有して
いる。 
 
表４ 医学物理教育コースが認定されている教育機関（日本）（2017 年 11 月現在） 
 












医学院 医学 2012 ○ ○ ○
医理工学院 医学･理工学 2017 ○ ○
医学系研究科医科学専攻放射線腫瘍学分野 医学 2012 ○ ○
医学系研究科保健学専攻放射線治療学分野 医学 2012 ○ ○
筑波大学大学院 人間総合科学研究科 医学 2012 ○ ○
群馬大学大学院 医学系研究科生命医科学専攻 医学 2014 ○
東京大学大学院 医学系研究科 医学 2012 ○
新潟大学大学院 保健学研究科 医学 2014 ○ ○
医学研究科医学専攻、医学研究科医科学専攻、工学研究科 医学 2012 ○
医学研究科医科学専攻、工学研究科 医学 2012 ○
医学系研究科医学専攻 医学 2012 ○
医学系研究科保健学専攻 医学 2012 ○ ○ ○
神戸大学大学院 医学研究科 医学 2016 ○
広島大学大学院 医歯薬保健学研究科医歯科学専攻 医学 2013 ○
九州大学大学院 医学系研究学府保健学専攻医用量子線科学分野　 医学 2012 ○ ○
茨城県立医療大学大学院 保健医療学研究科 医学 2012 ○ ○
首都大学東京大学院 人間健康科学研究科放射線科学領域 医学 2012 ○ ○*) ○
国際医療福祉大学大学院 放射線・情報科学分野放射線治療学領域 医学 2013 ○ ○
北里大学大学院 医療系研究科 医学 2012 ○ ○
駒澤大学大学院 医療健康科学研究科診療放射線学専攻 医学 2016 ○ ○
順天堂大学大学院 放射線治療学 医学 2014 ○
帝京大学大学院 医療技術学研究科 医学 2017 ○
東海大学大学院 医学系研究科放射線治療科学 医学 2013 ○






























博士課程の認定数について、米国では 39 機関中 24 機関（62%）であるのに対して日本では






















治療技師（Medical Radiation Therapist）」、「MR 技師（Magnetic Resonance Imaging Technologist）」、
「核医学技師（Nuclear Medicine Technologist）」、「超音波検査技師（Diagnostic Medical 
Sonographer）」などの細分化された多職種が分業で行っている。 
 日本の診療放射線技師に関連する職種の専門教育プログラムを認定する団体の一つとして、
放射線技術教育合同審査委員会（Joint Review Committee on Education in Radiologic Technology；







Review Committee on Educational Programs in Nuclear Medicine Technology；JRCNMT）であり、2013
年に CHEA により認定されている。認定範囲は「核医学技術者（Nuclear Medicine Technology）」
の専門教育プログラムであり、学位プログラム（準学士課程、学士課程）および修了証プログ
ラムを認定している 27)。また、「超音波検査技師」の専門教育プログラムを認定するのは、医療
関連教育プログラムアクレディテーション委員会（Commission on Accreditation of Allied Health 





















機関数 比率 機関数 比率 機関数 比率 機関数
Radiography（放射線撮影） 440 91.3% 42 8.7% 0 0.0% 482 128 JRCERT
Radiation Therapy（放射線治療） 19 34.5% 36 65.5% 0 0.0% 55 28 JRCERT
Magnetic Resonance（MR：磁気共鳴） 2 16.7% 9 75.0% 1 8.3% 12 7 JRCERT
Medical Dosimetry（医療線量測定） 0 0.0% 4 44.4% 5 55.6% 9 12 JRCERT
Nuclear Medicine Technologist（核医学技術者） 27 44.3% 34 55.7% 0 0.0% 61 39 JRCNMT
Diagnostic Medical Sonographer（超音波検査技師） 238 71.9% 89 26.9% 4 1.2% 331 141 CAAHEP







い大学院の設置も進み、2017 年 5 月現在、34 大学中、23 大学が修士課程を設置、22 大学が博





のは、前述のとおり 10 機関である。 
 








北海道 北海道大学 医学部　保健学科　放射線技術科学専攻 2004 2008 2010 ○
青森 弘前大学 医学部　保健学科　放射線技術科学専攻 2001 2005 2007
宮城 東北大学 医学部　保健学科　放射線技術科学専攻 2004 2008 2010 ○
新潟 新潟大学 医学部　保健学科　放射線技術科学専攻 2000 2004 2007 ○
石川 金沢大学 医薬保健学域　保健学類　放射線技術科学専攻 1996 2002 2004
愛知 名古屋大学 医学部　保健学科　放射線技術科学専攻 1998 2002 2004
大阪 大阪大学 医学部　保健学科　放射線技術科学専攻 1994 1998 2000 ○
岡山 岡山大学 医学部　保健学科　放射線技術科学専攻 1999 2003 2005
徳島 徳島大学 医学部　保健学科　放射線技術科学専攻 2002 2006 2008
福岡 九州大学 医学部　保健学科　放射線技術科学専攻 2003 2007 2009 ○
熊本 熊本大学 医学部　保健学科　放射線技術科学専攻 2004 2008 2010
茨城 茨城県立医療大学 保健医療学部　放射線技術科学科 1995 2001 2010 ○
群馬 群馬県立県民健康科学大学 診療放射線学部　診療放射線学科 2005 2009 2016
東京 首都大学東京 健康福祉学部　放射線学科 1998 2002 2004 ○
北海道 北海道科学大学 保健医療学部　診療放射線学科 2014
北海道 日本医療大学 保健医療学部　診療放射線学科 2016
茨城 つくば国際大学 医療保健学部　診療放射線学科 2013
栃木 国際医療福祉大学 保健医療学部　放射線・情報科学科 1995 1999 2001 ○
群馬 群馬パース大学 保健科学部　放射線学科 2017 2017 未設置
埼玉 日本医療科学大学 保健医療学部　診療放射線学科 2007
東京 駒澤大学 医療健康科学部　診療放射線技術科学科 2003 2007 2010 ○
東京 帝京大学 医療技術学部　診療放射線学科 2005 2009 2009
東京 杏林大学 保健学部　診療放射線技術学科 2013 2017 2017
神奈川 北里大学 医療衛生学部　医療工学科　診療放射線技術科学専攻 1994 1998 1998 ○
岐阜 岐阜医療科学大学 保健科学部　放射線技術学科 2006 2017 未設置
愛知 藤田保健衛生大学 医療科学部　放射線学科 1987 2003 2015
三重 鈴鹿医療科学大学 医療衛生学部　診療放射線技術科学科 1991 1996 1999
京都 京都医療科学大学 医療科学部　放射線技術学科 2007
大阪 大阪物療大学 保健医療学部　診療放射線技術学科 2011
岡山 川崎医療福祉大学 医療技術学部　診療放射線技術学科 2017
広島 広島国際大学 保健医療学部　診療放射線学科 1998 2003 2005
香川 徳島文理大学 保健福祉学部　診療放射線学科 2012
福岡 純真学園大学 保健医療学部　放射線技術科学科 2011
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平成 29 年度司法試験予備試験の出願者数は、過去最高の 13,178 人（前年度 12,767 人）とな
った。対照的に、同年度の法科大学院の志願者数は、過去最低の 8,159 人（前年度 8,278 人）で
あった。志願者数の減少に伴い、法科大学院の合格者・入学者数も減り続けており、平成 29






月、論文式試験が 7 月、口述試験が 10 月に設定されていて、受験者は試験ごとに厳しいふるい
にかけられることになる。平成 28 年度の場合、予備試験の出願者数 12,767 人、受験者数 10,442
人に対して、短答式試験に合格できたのは 2,426 人で、さらに、彼らの中から論文式試験に合






























1 予備試験合格者 408 400 290 72.50%
2 京都大学法科大学院 242 222 111 50.00%
3 一橋大学法科大学院 131 121 60 49.60%
4 東京大学法科大学院 296 271 134 49.40%
5 慶応義塾大学法科大学院 349 317 144 45.40%
6 大阪大学法科大学院 180 162 66 40.70%
7 神戸大学法科大学院 153 142 55 38.70%
8 愛知大学法科大学院 16 13 4 30.80%
9 早稲田大学法科大学院 388 347 102 29.40%
10 首都大学東京法科大学院 136 115 31 27.00%
































法科大学院生 101 102 97 95.10%
大学生 93 92 88 95.70%
無職 100 98 50 51.00%
会社員 46 45 23 51.10%
公務員 34 29 17 58.60%
塾教師 8 8 4 50.00%
自営業 6 6 3 50.00%
法律事務所事務員 7 7 2 28.60%
その他 13 13 6 46.20%






5 大事務所における第 69 期司法修習終了者の採用人数に対する予備試験合格者数の割合が、
平均 34.6%になっている。この 34.6%という割合は、平成 27年司法試験合格者 1,850人中、予
備試験合格者が 186人（10.1%）だったことを鑑みると、大きな数字といえる。同様に、5大事
務所が採用した女性の割合が平均 14.7%であったことは、平成 27年司法試験合格者 1,850人中、
女性が 399人（21.6%）いたことを踏まえると、少ない数字といえる。特に、採用された予備試




















予備試験合格者の中には高齢者（50才以上で、平成 29年度司法試験に合格した者は 13名いる）、 
69期採用人数 69期採用者の予備
試験合格者数
（ ）内は女性 （ ）内は女性
西村あさひ 43(7) 16.30% 15(0) 34.90%
アンダーソン・毛利・友常 34(5) 14.70% 9(0) 26.50%
森・濱田松本 29(6) 20.70% 12(1) 41.40%
長島・大野・常松 35(4) 11.40% 15(1) 42.90%
TMI総合 15(1) 6.70% 3(0) 20.00%







































50名以上 19 2.10% 315(52) 22.40% 16.50%
10～49名 191 21.00% 333(61) 23.60% 18.30%
3～9名 561 61.60% 613(117) 43.50% 19.10%
2名以下 139 15.30% 148(29) 10.50% 19.60%
総計 910 100.00% 1,409(259) 100.00% 18.40%
事務所人数
事務所数 69期採用人数
事務所数 構成比 構成比 女性の割合
− 29 −
 中が生じたことを指摘しておきたい。平成 30年度に学生を募集する法科大学院は計 39校の予
定（2018年 1月 15日現在）であるが、東京だけで 15校もある一方、地方は、北海道 1校、東






































































































法務省（2017a）「平成 29 年司法試験法科大学院等別合格者数等」 




 第 4 章 研究大学のビジネススクールに関する比較研究 






























営学修士コース（Hitotsubashi MBA Program Kunitachi：HMBA）及び大学院国際企業戦略研究科
（International Corporate Strategy：ICS）、京都大学大学院経営管理教育部（Graduate School of 
Management：GSM）、九州大学大学院経済学府産業マネジメント専攻（Q Business School：QBS）
− 33 −




※各校 HP 及び日経 HR（2016）を基に作成 
 
 これら 4 校を事例研究の対象とした理由として、以下の 3 点が挙げられる。第 1 にこれら 4
校は、母体がいずれも国立研究大学（旧三商大の一角である一橋大学、旧帝大である京都大学
及び九州大学）という共通の基盤を有している。実際、京都大学及び九州大学は表 2 に示すと
おり、日本屈指の研究大学として位置付けられる。一橋大学も The QS World University Rankings 
by Subject 2017等で示されている様に、社会科学分野の研究水準は日本でトップクラスである。 
第 2 の理由として、設置形態の差異が挙げられる。HMBA は修士課程であるのに対して、ICS・
GSM・QBS は専門職学位課程（ICS 及び GSM は博士課程も開設）である。 















修士／専門職 修士 専門職 専門職
学位プログラム 修士
MBA、EMBA、
DBA MBA、Ph.D. MBA、Ph.D. MBA
主たる使用言語 日本語 英語 日本語 日本語 日本語
開講時間帯 フルタイム フルタイム パートタイム フルタイム パートタイム
MBA募集数（名） 83 43 41 80 45
教員に占める5年以上
の実務経験者比率（%） 22.2 26.7 20 50 52.9
外国人教員比率（%） 11.1 20 0 14.3 17.6
学生の平均年齢（歳） 27.9 30 35 30.8 35.6
外国人学生比率（%） 34 81.4 2.1 46.7 11.8
MBAプログラムに
おける修士論文の有無
有 無 有 無
※プロジェクト演習の成果を
纏めたプロジェクト論文







 Faculty Development：FD については同質性も見受けられることが明らかになった。 
 

























































































































 それに対して、HMBA は以下に示す特質を有している。「1996 年、博士課程への進学を予定
しない『修士専修コース』を開設。このコースが MBA に改組・拡充され」「2000 年、全日 2













け数理系科目はレクチャーのみである（青島 2017）。加えて HMBA は「教官の育成にも力を入
れて」（前田 2004）おり、実務家の育成を主眼に置き大学教員（研究者）の育成を殆ど想定し
ていない一般的な MBA とは異なっている。 
 HMBA の特質として、MBA としては稀有な学部新卒者の入学を認めている点が挙げられる。
実際、HMBA では「社会人経験者や企業等からの派遣者向けの入試により、近年は 5 割を超え
る学生が社会人経験者で占められている」（一橋大学 2017）が、逆に言えば学部新卒者（及び
留学生）も 5 割弱を占めており、社会人経験が必須とされる一般的な MBA とは異なる様相を
− 37 −
 呈している。この影響もあり、表 1 に示したように HMBA 所属大学院生の平均年齢は他校より
低い。商学部と商学研究科修士課程の 5 年一貫性コースも設置されており、商学部＋HMBA の










院開設等によるコース再編も行われ、現在の ICS は表 1 に示した国際経営戦略コース及び金融
戦略・経営財務コースと、経営法務コースにより構成されている。 





されている（一橋大学大学院国際企業戦略研究科 HP）。但し、本稿ではこれら ICS の 3 コース
の中でも、狭義のビジネススクールに該当する国際経営戦略コース及び金融戦略・経営財務コ
ースについて論じる。 
 一橋大学大学院国際企業戦略研究科 HP によれば、ICS はミッション・ビジョン・バリュー




ビジネススクールとしての ICS の特質として、以下の 5 点が挙げられる。第 1 に、経営戦略
系（国際経営戦略コース）と金融・財務系（金融戦略・経営財務コース）の分離が挙げられる。
分離した要因は、矢野（2003）が「一般の MBA コースは、経営戦略系と金融系が一緒になっ
てプログラム化されているが、ICS の特徴は 2 つを専門特化させたところにある。この 2 つは、
就職後の職務からみても、コンサルタント系とインベストメントバンク系に分かれているから
である」と指摘している。 
第 2 に、開講されている教育プログラムの多様性が挙げられる。第 1 の特質―経営戦略系と
金融・財務系の分離―とも絡むが、ICS で開講されている教育プログラムは多彩である。とり
− 38 −
 わけ国際経営戦略コースでは、MBA プログラム・Executive MBA：EMBA プログラム・Doctor of 
Business Administration：DBA プログラムが開講されている。 
2017 年 9 月、国際経営戦略コースは 30～40 代を対象とした Executive MBA：EMBA プログ
ラムを開設した。20 代後半がボリュームゾーンである諸外国の MBA プログラムに比して、学
生の平均年齢が 30 代半ばであることも珍しくない日本では、EMBA プログラムの必要性は希
薄であったが、経営幹部にもセオリーベースの知識やグローバルなネットワークが求められる
ようになり、産業界からのニーズの変化が開設の背景として考えられる。EMBA プログラムの
費用総計は約 700 万円（一橋大学大学院国際企業戦略研究科 HP）と、（非学位型エグゼクティ
ブ・プログラムを除けば）国立大学としては異例の金額であるが、多くの場合は学生の派遣元
企業が負担している。 
1 年制かつパートタイムの英語プログラムである EMBA プログラムは、�千代田キャンパス
における対面授業及びバーチャルクラス（オンライン授業）からなるファウンデーションステ
ージ（4 ヶ月）、�千代田キャンパスにおける集中講義及びバンガロール・シリコンバレー・イ















ワークが重視されるが、それに比して ICS の DBA プログラムはコースワークの負担は比較的
軽く（藤川 2016）、「学生一人ひとりの主体性を尊重」（一橋大学大学院国際企業戦略研究科 HP）
する体制となっている。 
 第 3 に、高い国際性が挙げられる。表 1 に示したとおり、国際経営戦略コースには多くの留
学生が集っている。使用言語が英語であり、ビジネススクールとしては低廉な国立大学の授業
料でワールドクラスの授業を受講できるため、それも当然の帰結である。国際経営戦略コース






30%は A、下位 10%は C あるいは F、その中間 60%は B という成績が付けられ、（中略）卒業








長を務める一條和生教授も、世界トップクラスのビジネススクールである International Institute 
for Management Development（IMD）で教授を務めた経験がある。ICS の国際性は、教育プログ
ラムにも反映されている。それは単に、国際経営戦略コースが英語科目で構成されているとい
うことに留まらない。ICS の初代研究科長であり、ICS 開設に大きく寄与した竹内弘高名誉教



















 Graduate Institute for Policy Studies：GRIPS）・地方行政コースの神戸大学・医療行政コースの名
古屋大学・法律コースの九州大学と共に、文部科学省ヤング・リーダーズ・プログラムにも採
択されている（一橋大学大学院国際企業戦略研究科 HP）。 






ている」（久保田 2017）。ICS の実践重視の姿勢は学生募集戦略にも表れており、ICS への入学
には実務経験を要し、学部新卒者を受け入れている HMBA とは対照的である。また佐山展生教
授ら知名度の高い実務家教員が ICS では教鞭を執っているが、表 1 に示したとおり実務家教員
一辺倒ではない。HMBA よりは実践にシフトしつつも、前述したミッション・ビジョン・バリ
ューの一つでもある実践と理論の融合を企図していると言えよう。 
 第 5 に、一橋大学「本部」からの独立性の高さが挙げられる。ICS は学部に基礎を置かない
独立研究科であり、一橋大学本部が立地する国立メインキャンパスではなく、都心再開発によ
って整備された千代田キャンパス（学術総合センター）で開講されていることとも相俟って、




 2006 年に開設された京都大学 GSM は、大学院経営管理研究部・経営管理教育部で構成され
ている。従って、教員組織と教育組織は緩やかに分離しており、学部に基礎を置かない独立大
学院である。但し、大学院経済学研究科と密接な関係を有しており、GSM 開設と期を同じくし























 こうした他部局との連携によるプログラムのみならず、GSM の MBA プログラムもオリジナ












ラム内に開設される。School of Hotel Administration：SHAを擁するコーネル大学は、「『理論重視







































総合型研究大学である九州大学は工学研究院の協力を仰ぎつつ、QBS は Management of 




QBS は、九州大学ロバート・ファン／アントレプレナーシップ・センターRobert T. Huang 
Entrepreneurship Center of Kyushu University：QREC4)との連携に基づき、「アントレプレナー育成
− 43 −
 プログラム」を試行中である。更に芸術工学研究院・QBS・QREC による九州大学コンテンツ
ビジネスプロデューサー育成プログラム（Contents Innovator Advanced Opportunity Program：
Ciao-P）が創設されるなど、QBS を含む部局間の連携は着実に進展している。 
 一方で福岡はアジアに近接しているという利点を活かし、QBS は浙江大学・上海交通大学・
中国人民大学・大連理工大学・東北財経大学・国立台湾政治大学・Korea Advanced Institute of 
Science and Technology：KAIST・チュラロンコン大学といったアジアトップクラスのビジネス
スクールとの提携関係を教育に活かしている（九州大学ビジネス・スクール HP）。具体的には
提携校との交換留学生派遣・受入や International Consortium of Asian Business Education：ICABE
スタディ・ツアーの実施や、客員教員の招聘が挙げられる。2015 年に QBS が Assosiation of 
























（青島 2017）。また過去には、商学研究科長とは別に HMBA のディレクターを置いていたが、
現在は商学研究科長が兼務している（青島 2017）。 
− 44 −
  ICS の教授会は毎回約 30 分程度であり、一般的な国立大学の教授会と比べると短時間である









開催時間を 4 時間から 2 時間へ短縮し、意思決定の迅速化を図っている（徳賀 2017）。教授会
の議題は、総務・人事・研究・ファシリティ・長期的戦略・自己点検・入試・学生が他大学院
で取得した単位認定・大学本部からの伝達事項など多岐にわたり、構成員全員の合意を基本と





に実務家 8 名の教員就任について、内 2 名が経済学研究院教授会の信任投票で否決された。そ
の後、矢田俊文経済学研究院長（当時）らが小西龍治氏（元・日本長期信用銀行常務取締役）
と出頭則行氏（電通常務取締役、当時）に専任教官への就任を依頼し、両氏が教授に就任した















 ィブプログラム（Hitotsubashi Senior Executive Program：HSEP）や一橋大学財務リーダーシップ・
プログラム（Hitotsubashi Financial Leadership Program：HFLP）といった非学位型エグゼクティ
ブ・プログラム、「中国人民大学経営管理学院（深圳研究院）の大学院生（中国民営企業の董事
長ないし総経理）を対象とした」（一橋大学コラボレーション・センターHP）中国企業家日本
研修プログラム、一橋大学卒業記念グッズの制作及び販売である。HSEP や HFLP では、商学
研究科の教員が教鞭を執っている。 
 ICS も法人向け研修やセミナーの実施の他、私企業からの寄附や共同研究、ICS 自ら 2005 年
に設立した有限責任中間法人ナレッジ・インスティテュートからの寄附等、「多様な資金獲得に
努めている」（ABEST21 2009）。こうした施策が功を奏し、「国際経営戦略コースの 2007 年度の
財務基盤は、運営交付金が 10,339 千円、外部資金が 185,506 千円」（一橋大学大学院国際企業戦
略科経営・金融専攻 2009）となり、運営交付金より外部資金による収入の方が多かった。これ
は日本の人文・社会系大学院としては、極めて異例である。 










は専任職員 2 名を擁し、事業収入は約 6,000 万円にも達する。その他にも多様な外部資金を獲
得しているため、GSM では年間の運営費交付金による配分が約 5,800 万円であるのに対し、年
間予算は約 4 億円に達する（徳賀 2017）。経済学研究科では年間の運営費交付金による配分が
約 1.6 億円であるのに対し、年間予算は約 3 億円（徳賀 2017）であることを勘案すれば、GSM
における外部資金のウェイトは極めて高いと言えよう。 













































 の出身大学も多岐にわたり、京都大学の中では異彩を放っている。   
京都大学は東京大学と並んでインブリーディングが顕著な大学であり、1954 年は実に 86.6%




徳賀（2017）によれば約 70%が京都大学出身者とのことである。それに対して GSM の教員の





















































熱心かつ独自の FD を行っている。 
 ICS では、創設期より「ティーチングについても世界に通用するスタイルにしようと、ドラ
スティックな教員の評価システムを導入しました。各講師に関しての 10 項目を 5 点評価で行う
もので、授業に関する評価を 10 項目、事務のサポートに関しても 5 項目を設けています。その
フィードバックを反映しながら、根気よくティーチングの改善を図って」（竹内 2004）いく独
自の FD を行ってきた。こうした定常的な FD に加えて、数年おきにティーチングエクセレンス
ワークショップを開催してベストプラクティスを共有している（藤川 2016）。 
 2010 年 1 月 18 日、GSM は「慶応義塾大学大学院経営管理研究科（委員長 河野宏和）、神
戸大学大学院経営学研究科（研究科長 加登豊）と包括的な連携を行い、優れた人材を輩出す
る教育システムを共同開発することに合意し、（中略）神戸大で基本合意書に調印」（京都大学







ら、研究者教員を含め GSM 全体にとって良い刺激となっている（徳賀 2017）。こうした大掛か
りな枠組みの構築に加え、GSM は HBS で「実施されている教員向けのケースメソッド研修会
には毎年教員を派遣する等、教育課程の改善に向けた組織的研修の機会を設けている。さらに
は、教員間でケース教材勉強会を定期的に開催し、ケース内容の相互点検等も実施してきてい
る」（京都大学大学院経営管理教育部経営管理専攻 2014）。カリキュラムは GSM としても毎年
チェックを行っているが、学生から申し出があれば即座に見直している（徳賀 2017）。このよ
うに、GSM が行っている FD は極めて多様である。 
 QBS でも受講生による授業評価アンケートの他、多様な FD を行っている。具体的には、「教
員が学生からの教育環境や学修に関わる意見を聴取する『ラウンドテーブル・ミーティング』
を年 1 回の頻度で開催し、学生のニーズを把握するよう努めている」（大学基準協会 2014）。ま
た社員研修を受託している QBS は元来、産業界のニーズを把握しやすい状況にあるが、それに
留まらず「毎年『法人向け説明会』を開催し、企業の人事担当者からの意見を聴取している」
（大学基準協会 2014）。これらの意見聴取をふまえて、経済学府全体の FD への参加に加えて、
QBS 独自の FD を実施している（高田 2017）。 





























は明瞭である。藤川（2016）は、「同じ一橋大学の名を冠していても、HMBA と ICS は大きく
異なる」と指摘している。尤も本稿でこれまで論じてきた HMBA と ICS、各々の独自性が両校
の発展に大きく寄与してきたことは確かである。 
しかしながら 2018 年度より、一橋大学の HMBA を含む商学研究科と ICS が合併し、大学院











 一方で「旧帝大系の 7 大学には経済学部があり、そこに経営学科等が配置されてはいるが、
科目も少なく体系的に経営分野を網羅するには不十分なまま」（塩次 2001）という指摘もあっ
たように、旧帝大である京都大学や九州大学はビジネス教育に乗り出した大学としては後発の
部類に属する。にもかかわらず、GSM 及び QBS が短期間にプレゼンスを発揮できた要因とし
て、ビジネス教育において先行する一橋大学等とは異なった教育内容が挙げられる。一橋大学
の場合、伝統的な商学に根差した HMBA は勿論、前述のとおりケースメソッドを採り入れるな










（Ritsumeikan Asia Pacific University：APU）のビジネススクールは勿論、総合大学かつビジネス
教育の歴史が長い神戸大学や慶應義塾大学のビジネススクールにも見られないものである 6)。
また GSM は自治体はじめ公共経営も重視している点でイェール大学ビジネススクールを想起












但し GSM 及び QBS は今後、国内屈指の研究大学に開設されたビジネススクールであるが故
の難しい対応を迫られる可能性もある。一橋大学は The Association to Advance Collegiate Schools 
of Business：AACSB による国際認証の取得を目指している一方で、GSM や QBS ではそうした





経営分析 国立 フルタイム 日本語













（ICS） 千代田 フルタイム 英語
















1）ICS 及び GSM は、ABEST21 による認証を受けている。 











5）2009 年に GSM の事務組織は経済学研究科・経済学部から独立し、現在では経営管理大学院
掛と経営管理企画室を合わせて 10 名ほどの職員が在籍している（徳賀 2017）。日本のビジネス
スクールとしてはかなり充実した事務組織であるが、教育プログラムのプロモート活動は教員
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の 5 領域と関連があると言えよう。 
 一方、海外において、「理学」に近い概念として Science がある。かならずしも日本の理学の
ように「基礎研究を中心とする自然科学」を指すものではないが、大学の理学部が Faculty of 
Science と訳されるように、共通項が多いとみなされてきたと言ってよいだろう。とくに近年、
英米圏では STEM (Science, Technology, Engineering and Mathematics)が一括りの分野として扱わ
れており、ここでの Science は自然科学を対象としたものである。その一方で、STEM 分野には
工学に相当する Technology や Engineering も含まれており、さらに数学（mathematics）は Science
とは異なる領域として扱われている点は興味深い。似たような分類として、ドイツでは MINT 
(Mathematik, Informatik, Naturwissenschaft und Technik) -Fächer というものがある。ここでも数学
（Mathematik）と自然科学（Naturwissenschaft）は区別されており、さらに日本では数学の一分
野として扱われることの多い計算機科学（Informatik）が独立した領域として挙げられている。


















表１ 学校基本調査 学科系統分類表（理学のみ抜粋） 
数学関係 
数学（類） 応用数学 数理学 応用数理学 計算機科学 情報(科)学 
情報数理学 数理科（学） 数理情報学 数学・情報数理学 計算科学 情報数理科学 
数理情報科学 情報システム 情報システム解析 情報メデｲア工 現象数理学 システム数理学 
物理学関係 
物理学（類） 物理学第二学 （宇宙）地球物理学 宇宙物理学 天文及び地球物理学 天文学 
物性学 応用物理学 地球惑星物理学 宇宙・地球科学 物理科学 シミュレーション物理学 
コンピュータシュミ
レーション 物理・応用物理学     
化学関係 
化学（類） 化学第二学 高分子学 応用化学 生物応用化学 基礎化学 
機能分子化学      
生物関係 
生物学 生物（・）化学 生化学 動物学 植物学 生物物理学 
生物学類 応用生物科学 生体制御学 生物分子科学 生物科学 生物資源学類 
生命科学 バイオ工学 応用植物科学 くらしの生物学   
地学関係 
地質学 地質学鉱物学 地質鉱物学 地学 応用地学 地球科学 
地理学 地球物質科学 地球学（類） 地質科学 物質科学 物質地球科学 
地球システム科学 地球圏科学 物質開発工学 地球圏システム科学 地球惑星物質科学 地球惑星環境学 
地球惑星科学      
その他 
理学（院）  理 自然科学（類） 数学物理学 経営理学 基礎科学科 
機械理学 電子理学 海洋科学 自然学類 海洋学 基礎理学 
基礎科学科第二 生命理学 分子生物学 生体機構学 バイオサイエンス学 電子・情報科学 
物質科学（応用） 生命科学 認知科学 地球惑星（システム）科学 地圏環境科学 物質生物科学 
数物科学（類）  自然環境学 自然情報学 人間環境科学 生物圏環境科学 自然システム学 
分子生命科学 環境生命科学 環境数理学 自然環境科学 物質生命化学 地球環境学 
自然機能科学 地球生命環境科学 数理・自然情報 科学物質循環学 自然情報科学 化学・地球科学 
環境生態学 要素科学 機能科学 環境理学 数理・情報システム学 生物地球環境科学 
物質理学 生物地球圏科学 海洋自然科学 広域科学 生命・認知科学 物質化学 
生命化学 地球環境科学 数理・情報科学 生物地球システム学 数理システム（科）学 地球惑星システム学 
複雑系科学 環境情報学 メディアサイエンス学 生命情報学 物理生命システム科学 臨床生命科学 
物理・数理（数理・物
理）学 化学・生命科学 物質生命科学 分子科学 生命環境学 生命圏環境科学 
メディア情報システ
ム 物質創成化学 物理・情報科学 生物情報科学 応用理学 環境ゲノム学 
応用バイオ学 生命分子化学 環境応用化学 統合自然科学 化学・生命系 環境科学 
環境システム学 生物地球学 先端メディアサイエンス学 化学生命環境学 生命産業創造学 惑星学 












































め、産業競争力評議会（Council Of Competitiveness, COC）など産業界自身が具体的にあるべき
教育の姿を追求している姿が浮かび上がる。その中で COC からも――すなわち社会の側からも
――高い評価を受けているのが、本項で取り上げる「専門理学修士号（Professional Science 
Master’s）」プログラムである。1997 年に 14 大学で試験的に開始されて以降、拡大の一途をた









 それに対して、PSM の 1 つとして認証されているペンシルベニア州立大学の統計学プログラ












MAS プログラムはコアコース（表 2）および選択科目（表 3）からなる。コアコースは 5 つ







表２ MAS コアコース科目 
科目番号 科目名 単位数 履修条件 
STAT414 確率論入門 3 「多変量解析」既修 
STAT415 数理統計入門 3 「確率論入門」既修 
STAT501 回帰分析 3 ①統計に関する単位 6 単位もしくは②「応
用統計学」＋「行列代数学」既修 








※「統計的コンサルティング演習」は最終 2 セメスターで履修。MAS プログラムの学生は全員
キャップストーンとして STAT 581 で comprehensive written project report を課される。出典：ペ
ンシルベニア州立大学統計学部ウェブサイト 6)より筆者翻訳 
 
表３ MAS 選択科目 
科目番号 科目名 単位数 
STAT464 応用ノンパラメトリック統計学 3 
STAT480, STAT481,
STAT482 SAS に関するトピック 1 
STAT500 応用統計学 3 
STAT503 実験のデザイン 3 
STAT504 離散データ解析 3 
STAT505 応用多変量統計解析 3 
STAT506 サンプリングの理論と方法 3 
STAT507 疫学調査手法 3 
STAT509 臨床試験 3 
STAT510 応用時系列分析 3 



























 アクチュアリー資格の認定は年に 1 回の試験によって行われる。この試験は 1 次試験、2 次
試験からなり、1 次試験に合格すると準会員、2 次試験に合格すると正会員の資格を取得できる。
受験資格は大学もしくは短期大学を卒業していることであるが、 







識を必要とする、保険・年金などの業務に 3 年以上携わった者 
のいずれかであれば、所定の書類を提出することによって受験資格を得ることができる。した






  アクチュアリー試験の 1 次試験と 2 次試験は同日に実施されるが、2 次試験の受験資格とし
て準会員であることが求められるため 1 度の試験で正会員になることはできない。 
 以上のことから、大学 3 年次で 1 次試験に合格し、4 年次で 2 次試験に合格することによっ
て大学学部卒業までに正会員になることは理論上不可能ではない。しかし、実際には大学院レ






















































５．横浜国立大学 PED プログラムに見る理工系での専門職養成のあり方 
 本項では横浜国立大学工学府において実施されている PED（Pi-type Engineering Degree）プロ
グラムの検討を通じて、理学系専門職の養成についての示唆を得る。PED プログラムは一般的
な分類から言えば工学系のプログラムであるからいわゆる「理学」系という枠組みからは外れ
てしまうが、そのうえで敢えてこの章で取り上げるのは以下の 2 つの理由からである。 
 第 1 に、この PED プログラムは第 2 項で取り上げたアメリカの PSM プログラムをモデルと
して開発されている。また、従来の学問分野の枠を超えた研究開発が盛んになってきた結果と
して、現在では海外の STEM と同様に理学と工学の境目は曖昧なものとなっている。したがっ
て、そもそも PSM と分野的に親和性が高い理学系において PSM のような専門職養成プログラ
ムが日本の高等教育システムへの移植可能性をどの程度有するか、という問題について PED の
事例は 1 つの回答を与えてくれるだろう。 













では修士課程の PED プログラムについて述べる。横浜国立大学では従来型の修士課程 TED 
(T-type Engineering Degree)プログラムと PED が併設されているが、学生数では TED の方が圧倒
的に多い。 




きな違いは①共通の内容が TED では工学基盤知識のみであるのに対し、PED では技術マネジ
メントおよび語学（Presentation English）も含まれていること、②PED では複数のモジュールを














るという面がある。たとえば同じ工学系における技術経営（Management Of Technology, MOT）
− 68 −
 では、その多くが社会人を対象としている。そのような一般論からすれば、従来型の学部卒業

















成のこれからのあるべき姿について以下の 3 点が指摘できるだろう。 

















































































































加藤十吉「日本の数学「界」と数理学」『数学通信』第 1 巻、第 1 号、1996 年、34-35 頁。名
取泰博「基礎研究と応用研究」『生化学』第 80 巻、第 9 号、2008 年、807 頁。 
2）川嶋太津夫・丸山文裕「第 10 章 日本の大学院教育―工学、物理学、経済学、歴史学―」
B. クラーク編、『大学院教育の研究』東信堂、1999 年、443 頁。（原著 Clark, B.R., ed. The 
Research Foundations of Graduate Education: Germany, Britain, France, United States, and Japan, 
the University of California Press, Berkeley, CA, USA, 1993.） 
3）潮木守一「第 9 章 日本における大学院教育と研究組織」クラーク、同上、426 頁。 
4）高見茂・柴恭史「研究型大学における理系実務型人材育成の課題と実践の試み―米国の専門
理学修士号 PSM に注目して―」『京都大学大学院教育学研究科紀要』第 59 号、2013 年、51-72
頁。 
5）PSM 公式ウェブサイトより。 
6）http://stat.psu.edu/education/graduate-programs/master-of-applied-statistics [最終確認：2017 年 11
月 28 日] 
7）ペンシルベニア州立大学の Program Director of MAS 兼 Senior Scientist and Professor of Statistics
である Mosuk Chow 氏に対し、2016 年 3 月 17 日に実施。 
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 8）橋本鉱市『専門職養成の日本的構造』玉川大学出版部、2009 年。 
9）一橋大学金融工学教育センター『平成 24～27 年度 活動報告』2016 年 3 月。 
http://www.econ.hit-u.ac.jp/~finmodel/pdf-2/cfee_report_H24-27.pdfよりダウンロード。[最終確認：
2017 年 11 月 28 日] 
10）早稲田大学会計研究科ウェブサイト https://www.waseda.jp/fcom/gsa/applicants/accounting-plus1
より。[最終確認：2017 年 11 月 28 日] 
11）PED プログラムについては、運営担当者である岡崎慎司教授に対し 2017 年 3 月 6 日にイ
ンタビューを実施した。 
12）山田礼子「プロフェッショナル化する社会と人材」『高等教育研究』第 7 集、2004 年、23
－47 頁。 
13）荒井克宏・塚原修一・山田圭一「科学技術者の高等教育に関する研究―科学技術者の側か




材育成に関する産学官円卓会議への報告）』2017 年 3 月。 
http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2017/04/12/13844





















えない。米国でも研究動向に大きな違いはなく、Johnsrud & Rosser (2000)において Midlevel 


















 米国においては、高等教育プログラムは 100 年以上の歴史を持ち、現在では 200 以上のプロ
グラムが存在するとされる。大学内で様々な専門職が働く米国においては、専門職学位として



















育プログラムのうち、専門・専攻名として Student Affairs や College Student Personnel を掲げるプ

















が挙げられている（Penn State College of Education n.d.a）。また、Penn State では専門職学位とし






















































 Montana State University で国際プログラムオフィスの Director（課長級）を務め、同大学の高




















 他方、Penn State の国際オフィスで Manager（課長級）を務め、筆者と同時期に高等教育プロ























あることを要せず、学内の work study や無給の場合を含めたインターンシップ・ボランティア
でも、実際の業務に関わっていれば実務経験とみなされる。Rasmussen 氏の場合も学生時代に






「実務経験」を積ませることを保証していると見ることもできる。Penn State の M.Ed.プログラ
ムでも実務経験のない学生は原則としてインターンシップを行う必要がある（3 単位=1 科目分






 Graduate Assistant に採用されると、週に 20 時間 9)、年に 36 週、学内で何らかのスタッフとし
て勤務することで給与だけで 2 万ドル（時給換算で 30 ドル弱）、授業料免除で実質 2.5〜3 万ド
ル、健康保険料の補助として単身で 3000 ドル、家族がいる場合は 1 万ドル相当の給付が得られ















































































とを重視し」（舘 2011 : 21）、修士論文のほかに「実学的な研究成果報告を選択肢として設け」









































































































こうした観点で筆者が Penn State で履修した科目と東京大学大学経営・政策コースの対応する
授業科目を整理すると次のようになる。 
 
表 Penn State の科目と東京大学大学経営・政策コースの科目との対応 
Penn State での筆者の受講科目 相当する東大の科目 科目の性格 
HIED Professional Seminar 大学経営政策演習 基礎知識・ 
基礎的な方法論 Foundations in HIED and SA 高等教育論 
Foundations of Institutional Research 大学経営政策研究 
Administration in HIED 大学経営論 組織論 
Organizational Theories in HIED 
Comparative Education and Mobility （対応科目なし） 社会学 
History of American HIED 比較大学論 歴史 
Education Policy & Politics 高等教育政策論 個別分野 
Legal Issues in HIED and SA （対応科目なし） 
Capstone Seminar 論文指導 論文指導 




 当然ながらすべての科目が 1 対 1 で対応するわけではないが、講義の性格等も踏まえて比較
すると、大まかには対応関係が見られることがわかる。なお、修士課程の修了要件はともに 30































1）東京大学の事務職員米国大学院留学制度による支援を受け、2015 年 8 月から 2016 年 5 月ま
での 2 セメスター間留学し、修士号（Master of Education）を取得した。 
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 2）Penn State のフットボールコーチが起こした性的スキャンダルへの不適切な対応をめぐり、
同大学に 2.4 億円の罰金が科せられる（U.S. Department of Education 2016）など、連邦政府の
諸規制は厳格化・詳細化する一方であり、大学が対応を迫られている。 
3）2017 年秋入学者より学生支援コースも M.Ed.に統合して学生募集を行っている。 
4）もっとも、高野（2012）も指摘するように、両者の間に必ずしも明確な差があるわけではな
い。 
5）福利厚生の一環として、大学・大学院の授業を（分野を問わず）授業料の 4 分の 1 の価格で
履修できる制度が整備されている。本人だけでなく、家族も対象となる（Penn State Human 
Resources, n.d.）。このような制度は Penn State に限らず、米国の大学では珍しくない。 
6）たとえば IR を担当している職員が、高等教育ではなく統計の上級学位を取得するという例
が考えられる。 
7）Chronicle 紙の求人情報サイト Vitae（Vitae n.d.）で検索したところ、4 年制大学の Director で
修士号取得を最低要件とするものが 12 件中 5 件（2017 年 10 月 24 日〜30 日公開分）、4 年制
大学で Executive として募集されているもののうち学術職ではないと判断されるもので、博士
号取得を最低要件もしくは望ましいとするものは 28 件中 6 件、修士号取得を最低要件もしく
は望ましいとするものは 16 件（2017 年 10 月公開分）であった。 
8）たとえば国際教育担当者の専門職団体である NAFSA のキャリアセンター（NAFSA n.d.）に
掲示された求人を見ると、アシスタントやインターンを除けば直近に登録された 10 件のうち
すべてが実務経験を要求している（2017 年 11 月 4 日確認）。 
9) 勤務時間についてはポストによって異なる。ここでは Graduate Assistantship の 95％以上が含
まれる 1/2-time assistantship の例を挙げた。 
10）さらに言えば、日本の大学自体が work study のように学生の能力をさらに活用する余地は
十二分にあると思われる。 
11）同旨の質問は全国の大学職員を対象に行われた全国大学事務職員調査でも行われ、いずれ









Etzioni, A. (1964). Administrative and Professional Authority. In In Modern Organizations (pp. 75–84). 
Franklin, N. (2017). 筆者による個別インタビュー。 
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 Freeman Jr, S., Hagedorn, L. S., Goodchild, L. F., & Wright, D. A. (2013). Advancing Higher Education 
as a Field of Study: In Quest of Doctoral Degree Guidelines-Commemorating 120 Years of Excellence. 





Johnsrud, L.K. and Rosser, V.J. (eds.) (2000). Understanding the Work and Career Paths of Midlevel 
Administrators. New Directions for Higher Education Series No. 111, vol. 28(3). 
喜多村 和之（1994）『現代アメリカ高等教育論：1960 年代から 1990 年代へ』東信堂。 
両角 亜希子（2011a）「大学経営・政策コースの取り組み／東京大学」『ＩＤＥ現代の高等教育』
(535), 24-28。 
両角 亜希子（2011b）「私立大学の経営戦略 (4) アメリカの大学職員」『私学経営』(435), 38-45。 
NAFSA: Association of International Educators. (n.d.). Find Your Job in International Education. 
http://www.nafsa.org/Professional_Resources/Career_Center/Find_Your_Job_in_International_Educati
on/ 
Penn State Human Resources. (n.d.). FACULTY/STAFF EDUCATIONAL PRIVILEGES. 
http://ohr.psu.edu/benefits/additional-benefits/faculty-staff-ucational-privileges 
Penn State The Graduate School. (2017). Graduate Assistant Fact Sheet. 
http://www.gradschool.psu.edu/graduate-funding/infoga/ 













大学大学院教育学研究科大学経営・政策コース創設 10 周年記念誌。 
馬越 徹（2004）大学事務職員の職能開発のための専門職大学院に関する事例研究—日・米・韓
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 の比較— （平成 15〜16 年度科学研究費補助金（基盤研究（C）(2)）研究成果報告書）。 
U.S. Department of Education. (2016). U.S. Department of Education Levies Historic Fine Against Penn 
State Over Handling of Sexual Misconduct Incidents. 
http://www.ed.gov/news/press-releases/us-department-education-levies-historic-fine-against-penn-state
-over-handling-sexual-misconduct-incidents 
Vitae. (n.d.). Find Jobs. https://chroniclevitae.com/job_search/new 
山本 清（2010）「大学職員の能力開発」『ＩＤＥ現代の高等教育』(523), 20-24。 
山本 眞一（2013）「大学経営人材の現状と課題」山本眞一編『教職協働時代の大学経営人材養













 大学教育の質を社会に対して保証する認証評価制度が 2004 年に制度化され、7 年に一度実施
することが義務付けられた機関別の認証評価がまもなく 2 巡目のサイクルを終え、2018 年度か
らは第 3 期に入る。第 3 期から特に重視される「内部質保証」は、大学設置基準等の法令への
適合が前提としてあるが、大学における教育研究活動の質の向上を目的としたものであること
は論を待たない。 
















































の 3 つの「教育方法」を包含した学修方法なのである。 
なお、同報告書の平成 27 年度にも回答した 533 大学について平成 28 年度のサービスラーニ
ングの実施状況を前年度と比較すると、18 校（3.4％）増となっており、他の 3 つの取組と比べ
て実施状況は劣るものの、実施大学数自体は増加している。また、2014 年度「ひらく日本の大
学」（以下「ひらく 2014」とする）の調査報告書では、回答した 607 大学の内、サービスラー
ニングを実施しているのは 53％（全学で実施 24％、一部の学部で実施 17％、一部の学科で実
施 12％）と、およそ半数の大学で実施されているという結果であった。 
桜井・山田（2009）は文部科学省の教育支援プログラムである「特色ある大学教育支援プロ













件、2014 年度は 25 件の事業が採択されている。2015 年度からは COC＋となり、地方の振興と
産業界との連携要素が強まったが、大学の学びと地域貢献を結びつけた取り組みの中にはサー
ビスラーニングととらえてよいものが少なからずあると思われる。 
2013 年度採択の COC 事業の中で工学分野に関わる事業として、富山県立大学、芝浦工業大
学、金沢工業大学、京都工芸繊維大学の事例があるが、それぞれ地域課題に向き合う中で工学
に関わる専門の学びを活かしているといえる。例えば芝浦工業大学のテーマは、「「まちづくり」


























ルバニア州内に 24 あるキャンパスのメインキャンパスである University Park にある。この工学
部に、音響学、航空工学などの専門分野別の 11 学科と並んで、SEDTAPP （School of Engineering 



































②社会起業科目群（Social Entrepreneurship Cluster） 
上述の HESE コースの特徴を反映した科目群として学部 3、4 年生か大学院生向けの「社会起













































アメリカの技術者教育の評価機関である ABET（Accreditation Board for Engineering and 
Technology）は技術者が身に着ける能力として a からｋまで 11 の基準を示しているが、その中





れている EPICS（Engineering Projects In Community Service）がある。Coyle(2005)は、成績が A

















ント（Curricular Engagement：CE）」と「アウトリーチとパートナーシップ（Outreach and 
Partnership：OP）」の二つのカテゴリーで評価されるとしている。 
このことについて村上 5）は、当初 67 大学が指定され、全米の大学から大きな反響が寄せら
れ、その後の「社会に積極的に関与する学問（scholarship of engagement）」についての議論が熱
気をおびることとなったと言及している。 
本稿でとりあげた Penn State は 2015 年に続き、2018 年に、この「地域参画」の認証を受けて
いる。ランドグラント大学として州の農業支援など、さまざまな取り組みを行っている Penn 
State が認証を得ることは、ある意味当然といえるかもしれないが、認証の要素として、HESE



















2）サービスラーニングにおける振り返りによる学びである reflection の和訳。 
3）アメリカにおけるサービスラーニングの発展については村上（2009）に詳述されている。 
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を手掛かりに―」『UEJ ジャーナル』第 18 号、1-8。 
桜井政成・山田一隆（2009）「日本の高等教育におけるボランティア活動支援・サービスラーニ
ングの現状」第 7 章 桜井政成・津止正敏編著『ボランティア教育の新地平～サービスラー
− 98 −




（平成 28 年度）。 
バーバラ・ジャコビー著,  山田一隆訳（2007）「こんにちの高等教育におけるサービスラーニ







































































れまでの「地域共同研究センター」（1995 年 4 月設置）「ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー」
（次世代産業の育成を目指す研究施設、以下 VBL）（1996 年 6 月設置）「インキュベーションセ












を大きな柱としている「新産業創出・教育部門」で MOT 教育が実施されている。 









３． 広島大学における産学連携による MOT 教育 
(１)高田の産学連携による MOT 教育理念 
 産学連携教育は、1990 年代の後半に、バブル経済崩壊後の日本経済低迷により加速されたと


































































































の中に位置付けていた。大学院向けの MOT 教育が 8 単位として認めることとなった。 
さらに、表２で示しているように、2006 年からは、大学院向けの 14 単位にのぼり、科目も
増加していることが分かる。2004 年の MOT3 財務会計と MOT4 知的財産が 2006 年には、合併
し 2006 年度の MOT3 知財・財務となり、また、その年には、MOT4 技術移転と MOT5 技術経
営概論が成り立ち、MOT4 技術移転と MOT5 技術経営概論には英語教育を準備しており、グロ
ーバル化にも対応した（広島大学産学・地域連携センター年報、2011 年度）。 
 







































さらに、2011 年度及び 2012 年度の「広島大学学生もみじ」アンケート調査による「この授
業を履修してよかったと思いますか」の質問項目に関しては、表３のように、学生からは好評
となっている。 
表３ 2011 年度及び 2012 年のアンケート調査 
 









(１)産学連携による MOT 教育と各学科の違い 










MOT1 88.70% 82.10% 81.60%
MOT2 90.90% 94.70% 76%
MOT3 100% 85.70% 90%
MOT4 79.60% 79.80% 63.30%
MOT5 88.80% 85.70% 69.80%
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そこで、1996 年に VBL が設立された当時から、工学研究科、理学研究科及び、生物圏科学
研究科の三研究科を横断した大学院生を対象とした開設した科目「ベンチャービジネスラボラ
科目名 MOT1 MOT2 MOT3 MOT4
工学 208 223 202 195
理学 27 23 26 23
先端物質科学 55 42 50 40








1998 年から実施した VBL 実験（大学院 1 単位）は、2003 年に VBL 演習に代わった。表５のよ
うに、その一連の教育科目が開講され、科目数も徐々に増えつつあった。 
 










(３) MOT 教育内容の理解への難しさ 
以上の MOT 教育は、カリキュラム内での曖昧な位置づけだけでなく、その内容的にも難し










































































































1) 筆者は、本取組の教員 3 名、産業界の非常勤講師 2 名に対して、面談によるインタビュー調
査を実施した。面談による質問項目は事前に送り、調査の実施時期は、2012 年 10 月～2013
年 7 月までである。また、2013 年 7 月に、学生に対しアンケート調査を実施した。 
2) http://www.npowil.org/WIL/vision.html(最終確認：2017 年 11 月 30 日)。 
3) 産業界の非常勤講師 A に対する対面でのインタビュー（2013 年 7 月実施）による。 
4) 産業界の非常勤講師 B に対する対面でのインタビュー（2013 年 7 月実施）による。 
5) 担当教員 A に対する対面でのインタビュー（2013 年 6 月実施）による。 
6) 担当教員 B に対する対面でのインタビュー（2012 年 12 月実施）による。 
7) 受講者に対するアンケート調査（2013 年７月実施）による。 
8) 受講者に対するアンケート調査（2013 年７月実施）による。 
9) 担当教員 A に対する対面でのインタビュ （ー2012 年 10 月実施）及び、担当教員 B に対する
対面でのインタビュー（2012 年 12 月実施）による。 
10) 担当教員 C に対する対面でのインタビュー（2013 年 7 月実施） 
11) 受講者に対するアンケート調査（2013 年７月実施）による。 
12) 担当教員 A に対する対面でのインタビュー（2013 年 6 月実施）による。 
13) 担当教員 B に対する対面でのインタビュー（2012 年 12 月実施）による。 















造』2011 年 7 月号、pp．44-55。 
産業構造審議会 産業技術分科会 産学連携推進小委員会（2007）「産学連携の現状と今後の取組」
2007 年 4 月 23 日。 
高田忠彦・山根八洲男（2005）「広島大学産学連携センターの MOT 教育の取組み」（社）日本
工学教育協会 工学・工業教育研究講演会講演論文集、講演番号：6－218．pp．400-401。 


































    Professional education has recently become increasingly important in Japanese universities,  
More than a decade has passed since 2004 when the professional school system was established in 
Japanese higher education.  This research project focuses on professional education both at the 
graduate and undergraduate levels.  It primarily considers the future of Japanese professional 
education by comparing its counterpart in the United States. 
Chapter 1 presents an overview of professional education in Japan and the United States and 
discusses their historical progress and recent issues. 
Chapters 2 to 8 are composed of three parts.  The First Part (Chapter 2, 3, and 4) covers 
traditional professional education: Medicine, Law, and Business.  Chapter 2 discusses 
professional education in medical field, especially radiation therapy professions, by comparing 
graduate program training systems; Chapter 3 describes the issues of newly established law 
schools in Japan; And Chapter 4 compares four business schools, which were established at 
national research universities. 
The Second Part (Chapter 5 and 6) covers two relatively new professional fields.  Chapter 5 
compares graduate education in the science fields; this analysis is based on both Japanese and 
American case studies.  Chapter 6 discusses the increased progress of university staff members’ 
professionalization in America compared to that in Japan.  
The Third Part (Chapter 7 and 8) focuses on the relationship of professional education with 
the outside society.  Chapter 7 discusses and provides specific examples of how service learning 
in the engineering field developed in both countries.  Chapter 8 discusses human resource 
development through industry-university collaboration.  It reveals the effect of capacity building 
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